
　令和４年度の統一的な基準による松本広域連合の財務書類を公表します。
　　※　四捨五入により合計が一致しない場合があります。 （単位：千円）

連結

180,117 221,408 【資金収支計算書】

①　業務支出 　１年間の資金の増減を、現役世代のための「業務活動収支」、将来世

（単位：千円） 　　　継続的な支出（人件費、物件費、補助金等支出など） 代のための「投資活動収支」、将来世代が負担すべき「財務活動収支」

一般会計等 連結 ②　業務収入 という３つに区分したものです。

（１）　経常費用　（①＋②＋③＋④）

行政サービスに要した全ての費用 ③　臨時支出

①　人件費 　　　臨時的な支出（災害復旧事業費など）

　　　職員給与や議員報酬、退職手当引当金など ④　臨時収入

②　物件費等 　　　臨時的な収入（資産の売却に伴う収入など）

　　　物件費、維持補修費、減価償却費など △ 279,167

③　その他の業務費用 ①　投資活動支出

　　　地方債の償還利子など 　　　公共施設などの資産形成及び金融資産形成

④　移転費用 ②　投資活動収入

　　　補助金など 　　　資産形成に充てられた補助金、土地等の売却収入

（２）　経常収益 △ 29,596

許可手数料、財産収入など ①　財務活動支出

（３）　臨時損失 　　　地方債や借入金などの元本の償還

試算の序売却損、災害復旧事業費など臨時に発生するもの ②　財務活動収入

（４）　臨時利益 　　　地方債や借入金の収入

資産の売却益など臨時に発生するもの △ 87,355

4,589,515 4,576,866 433,648

943

347,237

14,761

（単位：千円） 1,047

一般会計等 連結 15,808

△ 4,589,515 △ 4,576,866 363,045

①　税収等

　　　関係市村からの負担金など 令和５年３月３１日現在

②　国県等補助金 （単位：千円）

　　　国や県からの補助金収入 一般会計等 連結 連結

△ 306,330 △ 289,874 （１）　固定資産 4,381,325 4,942,667 （１）　固定負債 929,341

（２）　資産評価差額 ①　有形固定資産 2,812,235 2,812,235 ①　地方債 323,666

有価証券等の評価差額など ②　無形固定資産 4,094 4,094 ②　退職手当引当金 543,852

（３）　無償所管換等 ③　投資その他の資産 1,564,995 2,126,338 ③　その他 61,823

無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額など （２）　流動資産 346,015 363,045 （２）　流動負債 409,874

（４）　その他の純資産変動額 ①　現金預金 346,015 363,045 ①　1年内償還予定地方債 131,424

上記以外の純資産の変動、比例連結割合変更に伴う差額 ②　その他 0 0 ②　未払金 0

③　賞与等引当金 245,517

④　預り金 15,808

⑤　その他 17,124 車といった固定資産や、現金預金、基金などの金

1,339,215

連結

3,966,497

4,727,340 5,305,712 5,305,712

行政コスト計算書（PL）

資金収支計算書（ＣＦ）

（本年度純資産変動額）＋（前年度末純資産残高）

3,8533,853

00

（１）　財源　（①＋②） 4,286,9924,283,185

4,286,992

0

一般会計等

4,710,659 4,699,352

3,389,016 3,641,258

1,016,315

（３）　財務活動収支　（②－①）

（２）　投資活動収支　（②－①）

0

4,283,185

00

本年度末純資産残高

（本年度差額）＋（２）＋（３）＋（４）
△ 275,170 △ 256,605

【純資産変動計算書（ＮＷ）】

　純資産（過去の世代や国・県が負担した将来

409,120

61,823

85,122

879,732

15,427

245,145

0

131,424

返済しなくてもよい資産）が年度中にどのように

純資産の部

純行政コスト

前年度末純資産残高 4,122,777 4,223,102

3,847,608 3,966,497

NWの概要

増減したのかを「財源」、「資産評価差額」、「無

償所管替等」、「その他」に区分したものです。

　財源から純行政コストを引いた「本年度差額」

は、民間企業に当てはめると「利益」に相当しま

すが、地方公共団体のサービスは利益目的で

4,727,340

3,847,608

一般会計等

はないので、大部分の自治体でマイナスとなり

ます。

一般会計等

470,611

323,666

負債の部

貸借対照表（ＢＳ）

17,124

令和５年３月３１日まで

118,633

純行政コスト　（１）－（２）＋（３）－（４）

本年度差額　（財源）－（純行政コスト）

本年度純資産変動額

【行政コスト計算書（ＰＬ）】

　１年間の行政運営コストのうち、資産形成に

結びつかない行政サービスに要したコストを、

10,147

295,181 30,921

10,147

1,017,026

2,1090

31,16031,160

「人件費」、「物件費」、「その他の業務費用」、

117,292

「移転費用」に区分したものです。

純資産変動計算書（NW）

令和４年４月１日から

令和５年３月３１日まで

令和５年３月３１日まで

PLの概要

　　　継続的な収入（関係市村負担金、国県等補助金、手数料など）

負債及び純資産合計資産合計

負債合計

純資産合計

0

395,872

△ 65,285

346,015

15,427

990

14,438

330,588

160,796

131,200

160,796

131,200

△ 215,807

△ 29,596

0 0

資産の部

融資産を表しています。

【負債・純資産】

　表の右側は、左側の「資産」をどのような財産

（負債と純資産）で賄ってきたかを示しており、「負

合計が同額となり、左右が釣り合うことから、「バ

ランスシート」とも言います。

【資産】

　松本広域連合が保有する消防署所や消防自動

0 0

4,196,005 4,159,862

4,376,122

債」は将来世代の負担、「純資産」は現在までの

世代の負担を表しています。

ＢＳの概要

【貸借対照表】

　年度末時点で保有する資産、負債などの残高

（ストック情報）を示したものです。

　また、貸借対照表は「資産」と「負債・純資産」の

令和４年度松本広域連合財務書類（概要版）

ＣＦの概要

本年度末現金預金残高　（Ｄ）＋（Ｇ）

Ｄ　本年度末資金残高　（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）

Ａ　本年度資金収支額　（１）＋（２）＋（３）

Ｇ　本年度末歳計外現金残高　（Ｅ）＋（Ｆ）

Ｆ　本年度歳計外現金増減額

Ｅ　前年度末歳計外現金残高

Ｃ　比例連結割合変更に伴う差額

Ｂ　前年度末資金残高

令和４年４月１日から

令和４年４月１日から

（１）　業務活動収支　（④－③＋②－①）

226,690 290,213

11,04610,883

4,381,270

連 結

一般会計等
・一般会計

・松本地域ふるさと基金事業

特別会計

長野県市町村総合事務組合

※全体財務書類の作成が求められる会計はありません。

会計区分と財務書類の種類及び連結対象団



１　資産の状況 ２　資産と負債の比率 ３　負債の状況
・・・将来世代に残る資産はどのくらいあるか ・・・将来世代と現世代との負担の分担は適切か ・・・財政に維持可能性があるか（どのくらい借金があるか）

①住民一人当たりの資産額 ①純資産比率 ①住民一人当たりの負債額

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

11.84 11.82 11.29 81.28 83.06 81.39 2.22 2.00 2.10

②歳入額対資産比率 ②将来世代負担比率 ②基礎的財政収支（プライマリーバランス）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

1 1.01 0.96 16.58 15.62 16.16 155,278 330,927 14,110

③有形固定資産減価償却率（老朽化率） ４　行政コストの状況 ５　受益者負担の状況
・・・行政サービスは効率的に提供されているか ・・・歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなっているか）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 住民一人当たりの行政コスト 受益者負担比率
61.99 65.90 69.25

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

10.04 10.45 10.97 4.07 1.11 2.49

一 般 会 計 等 財 務 書 類 に 係 る 指 標

【説明】

住民一人あたりの資産保有額を表します。

【算定式】

資産合計 ÷ 人口
※人口は各年度の翌年度４月１日時点の関係

市村人口の合計

【説明】

これまでに形成されたストックとしての

資産が、歳入の何年分に相当するかを

表し、当広域連合の資産の形成度合い

を把握することができます。

年数が多いほど資産形成が進んでい

ます。

【算定式】

資産合計 ÷ 歳入総額
※歳入総額は資金収支計算書の各収入及び

前年度末資金残高の合計

【説明】

有形固定資産のうち償却資産（建物

や工作物など）が、耐用年数に対して資

産の取得からどの程度経過しているか

を示します。

100％に近いほど老朽化が進んでい

ます。

【算定式】

減価償却累計額 ÷

（有形固定資産－非償却資産＋減価償却累計額）

【説明】

保有している有形固定資産等がどの

世代の負担により形成されたのかを示

しており、世代間負担の状況を把握で

きます。

比率が高い方が将来世代の負担が

小さく、現世代が負担したことを示しま

す。

【算定式】

純資産 ÷ 資産合計

【説明】

有形固定資産などの社会資本等の形

成に対して、財源のうち将来の償還等

が必要な負債による調達割合を示す指

標です。

比率が低い方が将来世代の負担が

小さいとされています。

【算定式】

地方債残高 ÷ 有形・無形固定資産合計
※地方債残高には、臨時財政対策債などの特例地方債

は含まない

【説明】

行政コスト計算書で算出される純行政

コストを住民一人当たりに換算するとい

くらになるのかを表し、行政活動の効率

性を把握できます。

【算定式】

純行政コスト ÷ 人口

【説明】

住民一人当たりの負債額を表します。

【算定式】

負債合計 ÷ 人口

【説明】

地方債等の元利償還額を除いた歳出

と、地方債等発行収入及び基金取崩収

入を除いた歳入のバランスを示す指標

です。

基礎的財政収支の赤字状態が続いた

【算定式】

業務活動収支（支払利息支出除く） ＋

投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入除く）

【説明】

行政サービスを提供するために要し

た経費を、使用料・手数料などの行政

サービスの対価として得た収益で、どの

程度賄われたかを把握することができ

ます。

【算定式】

経常収益 ÷ 経常費用
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